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�愛媛県告示第１５９８号
松山市居相土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５９７号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第１０条の２第２号の規定に基づき知事が定める施設（平成８年５月

愛媛県告示第７４９号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第１０条の２第３号の規定に基づき知事が定める施設の規定

は、平成１８年１０月１日から適用する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例（昭和４２年愛媛県条例第２６号）第１０条の２第３号の規定に基づ

き、知事が定める施設を次のように定め、平成８年４月１日から適

用する。

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第１０条の２第３号の知事が定める施設は、次に掲げる施設とす

る。

�・� 省略

� 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）附則第４１条第１項の規定

によりなお従前の例により運営をすることができることとされた同項に

規定する身体障害者更生援護施設（同法附則第３５条の規定による改正

前の身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第３０条に規定する身体

障害者療護施設に限る。）

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例（昭和４２年愛媛県条例第２６号）第１０条の２第２号の規定に基づ

き、知事が定める施設を次のように定め、平成８年４月１日から適

用する。

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第１０条の２第２号の知事が定める施設は、次に掲げる施設とす

る。

�・� 省略
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１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 松山市居相土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画書

の写し

� 松山市居相土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年１１月７日から１２月５日まで

３ 縦覧場所

松山市役所

�������
�愛媛県告示第１５９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、宇和島市から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨

の届出があった。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１６００号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林の所在場所

南宇和郡愛南町緑丙１１０の１

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

緑丙１１０の１（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 保安林の所在場所

南宇和郡愛南町須ノ川５２０、５５２、５５４から５５９まで、５６５

から５６７まで、８７５から８７８まで、８８０から８９６まで、８９８か

ら９０２まで、９０４

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

須ノ川５５４・５５５・５５９・５６５（以上４筆について次の

図に示す部分に限る。）、５６６

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び愛南町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１６０１号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、伊予市長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量

（１／１０，０００撮影、１／２，５００地形図作成、１／５，０００地形

図作成、１／１０，０００地形図作成、デジタルオルソ作成）

２ 作業期間 平成１８年１１月６日から

平成１９年１１月３０日まで

３ 作業地域 伊予市全域

�������
�愛媛県告示第１６０２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、伊予市長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量

（１／４，０００撮影、３級水準測量、１／５００地形図作成、

デジタルオルソ作成）

２ 作業期間 平成１８年１１月６日から

平成１９年３月３０日まで

３ 作業地域 伊予市下水道事業計画区域内

�愛媛県告示第１６０３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（区
画整理） 中ノ川地区 平成１７年１０月５日

愛 媛 県 報平成１８年１１月６日 第１８０９号

９５４
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�愛媛県告示第１６０４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治丹原線
今治市神宮字吉田甲４１９番５から

同市神宮字御池甲１１９番４まで
平成１８年１１月６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 湯山北条線
松山市菅沢町甲１８８番３から

同町甲１１５１番５まで
平成１８年１１月６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 湯山北条線
松山市菅沢町甲１８８番３から

同町甲１１５１番５まで

旧 １１．４～６０．５
３．５～２６．５

０．７２４
０．８５９

新 １１．４～５７．５
３．５～２６．５

０．７２４
０．８５９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
西予市三瓶町有太刀字トヨウラ７０７番から

同字７１５番１地先まで
平成１８年１１月６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 柳沢新谷停車場線
大洲市柳沢甲１５２１番２から

同市柳沢甲１５６２番３まで

旧 ４．８～１４．０ ０．１９４

新 ５．８～２２．０ ０．１９４

愛 媛 県 報平成１８年１１月６日 第１８０９号

９５５
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�愛媛県告示第１６０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６１０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 後柿之浦線
宇和島市津島町成字由井出７８番から

同字７６番２まで

旧 ３．４～８．４ ０．０９６

新 ３．４～２３．１ ０．０９６

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島下波津島線
宇和島市津島町北灘字榎畠乙１５９５番２から

同町北灘字池ノ谷乙１５７０番地先まで

旧 ４．０～１２．９ ０．１８８

新 ７．２～１５．１ ０．１８８

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 九島循環線
宇和島市本九島字九島崎１３８６番１から

同字１３８６番２まで

旧 ２．５～４．８ ０．０３２

新 ４．８～６．７ ０．０３２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城辺高茂岬線
南宇和郡愛南町外泊７５番地先から

同町外泊４２番まで

旧 ５．４～１０．０ ０．０８０

新 ５．４～２２．２ ０．０７３

〃 〃 南宇和郡愛南町外泊４２番

旧 １２．２～２０．９ ０．１２０

新 １７．５～４９．２ ０．１１３

愛 媛 県 報平成１８年１１月６日 第１８０９号

９５６
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公 告

�������
�愛媛県告示第１６１４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、今治広域都市計画地区計画

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１６１５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、今治広域都市計画駐車場の

変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に

供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６１３号
過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第１４条第１項の規定により、愛媛県において実施中の基幹道路の改築工事を次のと

おり完了する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６１６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城辺高茂岬線
南宇和郡愛南町外泊７５番地先から

同町外泊４２番まで
平成１８年１１月６日

〃 〃 南宇和郡愛南町外泊４２番 〃

道路の管理者 道路の種類 路 線 名 工 事 区 間 工事の
種 類 工事の完了の日

大 洲 市 市 道 河辺御祓線 大洲市河辺町山鳥坂７４４番２ 改 築 平成１８年８月３０日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１８松局建（開）第３４号

平成１８年１０月２３日

東温市南方字光法１２０番２、１４５番、１４６番、１４８番、１４９番、１５０番、１５２番、
１５４番、１５５番１、１５５番２、１５６番、１８９番１、１８９番２、１９０番１、１９０番２、
１９２番、１４６番地先農道及び１５６番地先農道並びに同市南方字天神１８８番１、
１８８番２及び１９１番

松山市来住町１３４４番地１

株式会社ジョー・コーポレーション

代表執行役 中 岡 大 起

１８松局建（開）第３５号

平成１８年１０月２４日
東温市北野田字平松３７６番１及び３７３番３

松山市永代町８－１４

株式会社土居

代表取締役 土 居 清 平
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監 査 公 表

人事委員会規則

�公表第３４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１８年１１月６日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

�愛媛県人事委員会規則１２－５３
職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則及び教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成１８年１１月６日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則及び教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則

（職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休暇の許可の事由及び期間） （休暇の許可の事由及び期間）

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年１０月２３日 特定非営利活動法人
福祉親愛会 渡 邉 文 春 松山市西石井一丁目１番２５号 この法人は、身体障害者、知的障害者、知的障

害児、精神障害者及び高齢者に対して福祉サー
ビスの提供を行い、より福祉の充実を拡大する
事を目的とする。

うよう要請して債権回収等に努めている。

その結果、平成１６年度末の未収入金２１，２５０件、７０，６３３，８８０円のうち、

平成１７年度は３１０件、１，１５９，１４０円を回収した。

今後とも借受人の生活状況に応じた適切な償還指導により、収入の

確保など債権の整理に努めたい。 （保健福祉課）

２ 児童扶養手当返還金については、過払金返納対象者に対して同手当

の受給資格喪失等に伴う返還金が発生していることを市町を通じて十

分説明のうえ適期収入に努めた。前年度から滞納となっていた者につ

いては、督促状及び催告書の送付など納入指導に努めた結果２７，９７２，９

８０円のうち２００，７４０円が平成１７年度内に返納された。

なお、過払いによる返還金は、主に受給者の受給資格に関する届出

遅滞により発生していることから、今後とも市町に対して、受給者に

対する現況届や資格喪失届の提出指導、関係部門との連携及び関係公

簿等の確認について周知徹底を図り、返還金発生の未然防止に努めた

い。 （子育て支援課）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、資金

の貸付申請時において母子自立支援員による制度の十分な説明と適正

な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要に応じて借

受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となった者については、督促状の発送、滞納状況に関する通知

及び本人または保証人への電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納分１１９，５５４，０１４円のうち、５，２３６，８３２円

が平成１７年度内に納入された。

また、償還金の返済方法は、これまで納入通知書による金融機関窓

口での現金納入のみであったため、利便性確保及び適期収入を目的と

して、平成１６年１０月から新たに口座振替制度を導入し、仕事や育児負

担をもつ借受者の負担軽減を図った。

なお、平成１７年度からは、償還指導も視野に入れた貸付決定を行う

ため地方局へ貸付審査、決定等の権限委譲を行い、より効果的な債権

回収に向けた組織体制とした。 （子育て支援課）

４ 平成１７年１０月から、災害その他やむを得ない理由により支払期日に

償還金を支払うことが出来なかった借受者に対しては、違約金不徴収

願の提出指導を行うなど違約金事務取扱要領に沿った処理を行うこと

とした。 （子育て支援課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成１７年１０月３１日

子 育 て 支 援 課 〃

（監査の結果）

１ 生活安定資金貸付金については、償還金未収入金の収入確保に一層

の努力が望まれる。 （保健福祉課）

２ 児童扶養手当の返還金未収入金については、収入確保に一層の努力

が望まれる。 （子育て支援課）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理について

もなお一層の努力が望まれる。 （子育て支援課）

４ 母子寡婦福祉資金貸付金の貸付けを受けた者が、支払期日までに償

還金を支払わなかったときに徴収することになっている違約金につい

ては、災害その他のやむを得ない理由があるときは、不徴収とするこ

とができることになっているが、その承認手続に留意を要するものが

認められたので、規則等に基づいた適切な事務処理に努められたい。

（子育て支援課）

（措置の内容）

１ 未収入金の収入確保については、市町に対し、市町担当者が借受人

や連帯保証人を訪問し、生活状態等の確認や償還督励等を行い、その

結果を県に報告するよう、また、行方不明者についても追跡調査を行
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第１条の３ 条例第３条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄に

掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

第１条の３ 条例第３条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄に

掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

事 由 期 間 事 由 期 間

�～� 省略 �～� 省略

� 職員が自発的に、かつ、報酬を得ない

で次に掲げる社会に貢献する活動（専ら親

族に対する支援となる活動を除く。）を行

う場合で、その勤務しないことが相当であ

ると認められるとき

ア 省略

イ 障害者支援施設 、特別養護老人

ホームその他の主として身体上若しく

は精神上の障害がある者又は負傷し、

若しくは疾病にかかつた者に対して必

要な措置を講ずることを目的とする施

設であつて人事委員会が定めるものに

おける活動

ウ 省略

一の年において

５日を超えない

範囲内でその都

度必要と認める

期間

� 職員が自発的に、かつ、報酬を得ない

で次に掲げる社会に貢献する活動（専ら親

族に対する支援となる活動を除く。）を行

う場合で、その勤務しないことが相当であ

ると認められるとき

ア 省略

イ 身体障害者療護施設、特別養護老人

ホームその他の主として身体上若しく

は精神上の障害がある者又は負傷し、

若しくは疾病にかかつた者に対して必

要な措置を講ずることを目的とする施

設であつて人事委員会が定めるものに

おける活動

ウ 省略

一の年において

５日を超えない

範囲内でその都

度必要と認める

期間

�～� 省略 �～� 省略

２～５ 省略 ２～５ 省略

（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部改正）

第２条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休暇の許可の事由及び期間）

第２条の３ 条例第４条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄に

掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

（休暇の許可の事由及び期間）

第２条の３ 条例第４条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄に

掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

事 由 期 間 事 由 期 間

�～� 省略 �～� 省略

� 職員が自発的に、かつ、報酬を得ない

で次に掲げる社会に貢献する活動（専ら親

族に対する支援となる活動を除く。）を行

う場合で、その勤務しないことが相当であ

ると認められるとき。

ア 省略

イ 障害者支援施設 、特別養護老人

ホームその他の主として身体上若しく

は精神上の障害がある者又は負傷し、

若しくは疾病にかかつた者に対して必

要な措置を講ずることを目的とする施

設であつて人事委員会が定めるものに

おける活動

ウ 省略

一の年において

５日を超えない

範囲内でその都

度必要と認める

期間

� 職員が自発的に、かつ、報酬を得ない

で次に掲げる社会に貢献する活動（専ら

親族に対する支援となる活動を除く。）

を行う場合で、その勤務しないことが相

当であると認められるとき。

ア 省略

イ 身体障害者療護施設、特別養護老人

ホームその他の主として身体上若しく

は精神上の障害がある者又は負傷し、

若しくは疾病にかかつた者に対して必

要な措置を講ずることを目的とする施

設であつて人事委員会が定めるものに

おける活動

ウ 省略

一の年において

５日を超えない

範囲内でその都

度必要と認める

期間

�～� 省略 �～� 省略

２～５ 省略 ２～５ 省略
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

平成１８年１１月６日 発行
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